
６ 

 

３ 消費者の自立の支援 
 

(1) 情報提供の推進 

ア 消費生活情報紙の発行 

消費生活情報や苦情相談の事例等を消費者及び 

市町等関係機関へ情報提供するため、消費生活情 

報紙「知っ得なっとく」を年３回、６，６００部 

（年間１９，８００部）作成・配布した。 

・事業費 ２５６千円 

 

イ 広報番組等を活用した情報提供 

  広報番組等を有効に活用し、消費生活に関する 

情報を市民に情報提供した。  

    ・テレビ広報番組  

６回（各種悪質商法の注意喚起） 

        ・ケーブルテレビ広報番組  

      放映時間 ３月２１日～３月２７日 

           （各種悪質商法の注意喚起） 

 

ウ ホームページ等による消費生活に関する情報提供    

広島市ホームページやＳＮＳ（フェイスブック・ツイッター）において、増加している悪

質商法や緊急情報などの消費者に対する注意喚起を適宜行った。（掲載回数８回） 



７ 

 

エ 消費者啓発リーフレットの作成・配布 

消費者被害の未然防止及び消費者契約の知識普及のため、消費者啓発リーフレットを購入し、

配布した。 

名   称 内   容 部数(部) 

消費者トラブルあれこれ 

若者編 

若者を狙った悪質商法の巧妙な手口などを紹介。 

（若者向け）。 
4,000  

消費者トラブルお悩み 

相談室 

若者からの相談件数が多い消費者トラブルの事例と対

処法、クレジットカードの基礎知識をＱ＆Ａ方式で紹

介。（若者向け） 

3,000  

若者のための消費者トラ 

ブル回避マニュアル  

これってアヤシクない？ 

若者を狙った悪質商法の手口とだまされないためのポイ

ントなどを紹介。（若者向け）。 
2,600  

みんなで防ごう悪徳商法 

「特定商取引」「割賦販売法」「消費者契約法」のポ

イントの解説や典型的な悪質商法の手口などを紹介 

（一般向け）。 

1,600  

気づいてつないで守る 

高齢者の消費者トラブル 

高齢者の消費生活を見守る必要性や、高齢者の消費者

トラブルを未然に防ぐ方法などを紹介（見守り者向

け） 

1,000  

悪質商法にだまされる 

ものか 

高齢者の被害が後を絶たない悪質商法の実例を、新し

い手口を交えてわかりやすく紹介。（高齢者向け） 
4,000  

 

オ 消費生活パネルの展示・貸出、啓発図書等の貸出 

消費生活センターの展示コーナーに相談事例、危害・危険情報、衣食住、保険、法律、経済の

各分野にわたるイラスト入りパネルを展示するとともに、啓発図書・ビデオ・ＤＶＤ・パネルの

貸し出しを行い、消費生活に関する基礎的な知識の普及に役立てた。また、市民貸出用として消

費生活関連図書・ＤＶＤを購入した。 

       

パネル展示状況 

場  所 内           容 

消費生活センター ４回。延べ８０枚展示（四半期ごとにテーマを決めて展示） 

 

啓発図書等の貸出状況 

区   分 種   別 数   量 

啓 発 用 品 

ビデオ・ＤＶＤ ７７本 

図       書 ２冊 

パ   ネ   ル ３０枚 

 

  カ 全国消費生活情報ネットワーク・システム（ＰＩＯ－ＮＥＴ）を活用した情報収集 

独立行政法人国民生活センターとのオンラインネットワークを活用し、全国的な消費生活相談



８ 

 

情報や危害情報の早期把握に努め、被害拡大の防止を図った。 

また、当センターが収集した各情報をシステムに蓄積することにより、相談データの管理・検

索の効率化を図った。 

キ その他 

収集した図書、雑誌等を市民が自由に閲覧できるように当センター資料コーナーに展示し、消

費生活に関する情報の提供に役立てた。 

 
 

資料種別 

 

内             容 
 

 

図書 
 

 

  衣食住や経済・法律等、消費生活に関するもの     
 

 

雑誌 
 

 

  月刊や季刊の一般誌、専門誌              
 

 

新聞 
 

 

  全国紙（消費生活に関連する記事の切り抜き）   ３紙 
 

 

行政資料 
 

 

  国民生活センター、地方自治体の発行するパンフレットや冊子等 
 

 

その他 
 

  

  業界、消費者団体等で発行するパンフレットや冊子等 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



９ 

 

 (2) 消費者教育・啓発 

 ア 啓発 

(ｱ) 消費者力向上キャンペーン事業の開催 

ａ 消費者月間事業 

区  分 実  施  内  容 

消費生活弁護士 

相談会 

  開催期間：５月３０日 

  開催場所：消費生活センター研修室 

  相談件数：１１件（電話４件、来所７件）  

消費者のひろば 

―あなたの消費者力

を測ってみよう― 

開催期間：５月３０日 

  テ ー マ：「みんなでつくろう！消費者が主役の社会！！」 

参加団体：団体（行政、消費者団体等） 

   開催場所：紙屋町シャレオ中央広場 

  事業内容： 

・消費者力測定チャレンジコーナー（クイズラリー） 

 参加者 ３７１人 

アンケート結果：今後も学習したいと思う 327 人（88.1％） 

・消費生活コント 

・消費者団体の活動発表  

・ＣＨＲＩＳクラス×ダンススクールＤＡＮＳＰＲＴのステージ 

・トークショー ・劇団小豆組の演舞パフォーマンス＆寸劇 

・広島消費者協会の寸劇＆クイズ ・広島弁護士会の寸劇 など 

 入場者数  １０，９００人 

消費者月間協賛事業 

   実施団体 公益社団法人広島消費者協会 

事業内容 地域における行政・事業者・消費者による三者懇談会 
・安佐北区：実 施 日 ６月８日 

        実 施 場 所 安佐北区総合福祉センター大会議室 

                出 席 者 広島市２人、事業者１１人、消費者２６人 

   ・合  同：実 施 日 ６月１８日 

実 施 場 所 広島市消費生活センター研修室 

出 席 者 広島市２人、事業者７人、消費者２８人 

 

   事業費 ２，１７２千円（協賛事業を除く。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

消費者のひろば 会場風景１ 消費者のひろば 会場風景２ 



１０ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ 新聞への啓発広告 

各家庭に直結するマスメディアである新聞を利用して、消費生活に関する正しい知識を提供

し市民の消費者力を向上させるため、中国新聞朝刊に啓発広告を掲載した。 

     ・掲載回数 ３回（８月３０日、１１月２９日、１月３１日） 

      事業費 ３，４１５千円 

      内容  ８月３０日（光回線・プロバイダ乗換の注意喚起） 

         １１月２９日（子どものオンラインゲームトラブルの注意喚起） 

          １月３１日（敷金返還トラブルの注意喚起） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 平成 27 年 8 月 30 日掲載分 

ＰＲ用ポスター（Ｂ１版） 



１１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (ｲ) 消費生活出前講座の開催 

市内の学校、高齢者団体、町内会など各種団体等からの申し込みにより消費生活専門相談員

等を講師として派遣し、消費生活に関する法律知識等の普及啓発を行うことにより、「自立し

た消費者」の育成を図った。 

    ・開催実績  ８９回 〔公益社団法人広島消費者協会へ委託〕 

     事業費   ２，５８３千円 

・受講者アンケート結果 

講義内容を今後「役立てていきたい」「少しは役立てていきたい」と回答した割合９９．２％ 

  

受 講 団 体 実 施 回 数 (回) 受 講 者 数 (人) 

学 校 関 係 １６ １，１３７ 

地 域 団 体 ７３ ２，９５８ 

合   計  ８９ ４，０９５ 

 

平成 27 年 11 月 29 日掲載分 

平成 28 年 1 月 31 日掲載分 



１２ 

 

イ 消費者教育の推進   

(ｱ) 消費者大学の開講 

消費者問題に対する関心を持ち続ける消費者を増やし、消費者活動を担える人材を育てるこ

とを目指す消費者大学を開講した。 

  ・開講実績 連続８回講座（２時間/回）を開講〔公益社団法人広島消費者協会へ委託〕 

   事業費  ５７千円 

・受講者アンケート結果 

講義内容を「良く理解できた」「ほぼ理解できた」と回答した割合 ９６．１％ 

 

開講日 テーマ 講 師 
受講者数

(人) 

１

回 
7/2 

オリエンテーション 

消費者行政の現状 

相談事例について 

 

広島市消費生活センター  髙尾 ひとみ 所長 

       〃          岡本 みどり 相談員 

２８ 

２

回 
7/9 暮らしの中の経済知識 

広島国際学院大学現代社会学部 

教授  栗原 理 氏 
２９ 

３

回 
7/16 

基本的な法律知識 

 契約・問題商法について 

広島修道大学商学部 

准教授  柏木 信一 氏 
２２ 

４

回 
7/23 

私たちの暮らしと社会保障 

～年金・介護保険の現状と将来～ 

広島県金融広報委員会 

金融広報アドバイザー  倉橋 孝博 氏 
２７ 

５

回 
7/30 

私たちの暮らしと省エネ 

知っておきたいエネルギーの現状 

今からでもできる我が家の省エネ 

一般財団法人省エネルギーセンター 

エネルギー使用合理化専門員  近藤 邦昭 氏 
２５ 

６

回 
9/3 

食生活の知識・食の最新情報 

食料の未来と私たちの今 

農林水産省中国四国農政局 

広島地域センター 職員  福永 重信 氏 

             我澤 一郎 氏 

２４ 

７

回 
9/10 情報化社会と消費者問題 中国新聞社 論説委員  石丸 賢 氏 ２７ 

８

回 
9/17 

広島市の食育について 

広島消費者協会懇談会 

・消費者大学講座について 

・活動について 

修了式 

広島市教育委員会 職員  山本 由加利 氏 

広島消費者協会 理事・幹事等 

 

 

 

２５ 

延べ受講者数 ２０７ 

 

(ｲ) 学校教育における消費者教育の推進 

ａ メール通信「子どもサポート情報通信（学校向け）」の配信による学校等への情報提供  

市立小学校・中学校・高等学校・中等教育学校・特別支援学校へ最新の消費生活情報の提供

を行った。 

・配信実績  ６回 

 

ｂ 教職員のための消費者教育に関する研修会 

消費者教育の推進役としての役割が期待される教職員を対象に、消費者トラブルの実態及び

対処法、消費者教育のあり方など授業計画に役立つ内容の研修会を教育委員会の後援を受けて

実施することにより、消費者教育の事業実践を促した。 

・開催実績  ３回 延べ１５７人 

事業費   １９４千円 



１３ 

 

   ・受講者アンケート結果 

「研修で習得したことは、授業等に活用できそうだ。」に対する回答 ５点満点で  ４．１点 

 

実施日 内   容 講   師※ 

 

会  場 対  象 参加人数

(人) 

7/29 

ア 未成年者の消費

生活相談について 

   

イ 消費者市民社会

をめざす消費者教育

の実践について 

   

公益財団法人消費者

教育支援センター主

任研究員 中川 壮

一氏  

南区民文化

センター 

市立中学校社会科

担当教職員 
１１０ 

8/10 

安田女子大学家政学

部教授 田中 由美

子氏 

広島特別支

援学校 

広島特別支援学校

高等部教職員 
２３ 

8/21 

公益財団法人消費者

教育支援センター主

任研究員 柿野 成

美氏  

消費生活セ

ンター研修

室 

市内高等学校家庭

科、情報科、公民

科、生徒指導担当

教職員等 

２４ 

    ※ ア 広島市消費生活センター職員（各日共通） 

 

(ｳ) 消費者力向上通信講座の開講 

市民の消費者力の向上及び消費者被害の発生及び拡大の防止を図るため、消費生活に関する

基礎知識を学ぶための通信講座を開講した。 

・開催実績  受講者２０人（うち１７人修了） 

事業費   ６８１千円 

   ・受講者アンケート結果 

講座の満足度 「大変満足できた」４３％ 「満足できた」５７％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  (ｴ) 消費生活サポーター養成講座の開講 

    高齢者等を消費者被害から守るための見守り活動を担う人材の育成のため、消費者問題

に関する専門知識や見守り活動のあり方を学ぶための講座を開講した。 

    ・開講実績 受講者３３人（うちサポーターへの登録３１人） 

    ・事業費  １２１千円 

 

 

期  間 内   容 

7/11～10/24 開講式：オリエンテーション 講演「なぜ、消費者力が必要か」 

    講師：一般社団法人消費者力開発協会 日高 美保 氏 

〔通信講座〕第一学期（学習の単元：契約、悪質商法） 

      第二学期（学習の単元：衣生活、食生活、住生活） 

      第三学期（学習の単元：サービス、生活と家計管理、環境） 

修了式：講座の講評など 

    講師：一般社団法人消費者力開発協会 広重 美希 氏 

11/8 消費者力検定団体受験（希望者のみ７人） 



１４ 

 

(3)  高齢者の消費者被害の防止強化 

ア 高齢者用ステッカーの配布 

高齢者の消費者被害の未然防止を図るために、消費生活センターの電話番号や「訪問販売・訪

問購入お断り」を記載したステッカーを、老人大学及び大学院受講者へ約４５０部配布したほか、

地域包括支援センター、高齢者向け消費生活出前講座等を通じて、約４，０００部配布した。 

 

イ 高齢者等の消費者被害防止対策講座の開催 

  高齢者等の消費者被害の未然防止・拡大防止を図るために、高齢者等が地域において日常生活

を営むために必要な支援を行う者（区社会福祉協議会、ケアマネージャー、区障害者自立支援協

議会等）に対する講座を実施した。 

   ・開催実績  ２２回（公益社団法人広島消費者協会へ委託） 

事業費   １６８千円 

   ・受講者アンケート結果 

「講座で習得したことは、業務に活用できそうだ。」に対する回答 ５点満点で４．３点 

 

 

 

 

 

 

 

※ その他は、民生委員、いきいきサロン、地区社協、町内会、居宅介護支援事務所、包括支

援センターを含む。 

 

ウ 配食サービスを利用した高齢者への情報提供事業 

広島市高齢者配食サービスを利用している地域の高齢者に対し、消費者被害等に関する注意を

促すため、事業者に高齢者の消費者被害についてのチラシ等を提供し、食事と合わせて配付した。 

・発行回数 １２回 

・提供部数 ４４，０４１部 

   ・事業費  １２３千円 

 

(4) 消費者団体等の活動の促進 

ア 消費者団体等の育成・指導 

公益社団法人広島消費者協会が実施する教育活動、調査研究活動、地区活動に対する事業補助

を行うとともに、本市派遣職員人件費の補助を行った。 

     補助事業費計          ５，６６６千円 

      ・事業補助           ９８４千円 

      ・本市派遣職員人件費補助  ４，６８２千円 

 

 

 

 

受 講 者 実施回数 (回) 受講者数 (人) 

区社会福祉協議会 ２  ７５ 

ケアマネージャー ５ ３５８ 

区障害者自立支援協議会 ２ ５１ 

その他※ ７ ３１５ 

合   計 １６ ７９９ 



１５ 

 

 

 

公益社団法人広島消費者協会事業内容等                 （単位：千円） 

区 分 事 業 内 容 事業費 市補助金額 

教育・広報活動  会報の発行、啓発事業実施等 ７０８ 

９８４ 

 

調査研究・監視活動  各種研究・調査実施、企業との対話等 ７５５ 

地区活動  地域学習会、地区連絡協議会の開催等 ６４２ 

会員の資質向上 リーダー派遣・育成事業等 ９３ 

事務局費等  本市派遣職員人件費等  ４，６８２  ４，６８２ 

小     計 ６，８８０ ５，６６６ 

受託事業  広島市等からの受託事業の実施等 ３，０３５ ０    

合     計 ９，９１５ ５，６６６ 

 

イ 消費者の自主活動の場の提供 

消費生活に関する研修や消費者の自主活動の場を提供するため、研修室（４０名収容）を無

料で貸し出している。 
 

  研修室利用状況 
 

区  分 
 

 

 

２３年度 

(2011 年度) 
 

 

２４年度 

(2012 年度) 
 

 

２５年度 

(2013 年度) 
 

 

２６年度 

(2014年度) 
 

 

２７年度 

(2015 年度) 
 

 

  利用回数（回） 
 

 

   １４８ 
 

 

   １５３ 
 

 

   １６０ 
 

 

   １５６ 
 

 

   １４１ 
 

 

  利用者数（人） 
 

 

 １，９０２ 

 

 １，９０１ 

 

 ２，２９７ 

 

 ２，１８０ 

 

 ２，１７８ 



１６ 

 

４ 平成 27 年度（2015 年度）広島市市民意識調査の結果 
(1) 調査の概要 

ア 調査の目的 

  本市の施策や事務事業について、今後の進め方を検討するための基礎資料とする。 

  （消費生活に関する設問は８０問中２問） 

 

イ 方法 

 調査対象：広島市内に在住する男女（１８歳以上） 

 調査方法：広島市住民基本台帳より無作為で抽出した５，０００人 

 調査期間：平成２８年(2016 年)１月２９日～２月１９日 

 有効回収数：２，１９４件（有効回収率４３．９％） 

 

(2) 調査の結果（抜粋） 

次のとおり（問６４及び問６５） 

 


